
評価シート(Ａ)

（単位：点）

【かい離度】

第１回(H13)

70

59

11
【中】

重視度(中央値) A

満足度(中央値) B

かい離 A-B

【中】

第４回(H16)

70

56.5

13.5
【中】

第３回(H15)

70

55

15

第２回(H14)

70

50

20
【高い】

概ね適切

A-1-1
【政策目的に沿った施策か】　 適切
・　厳しい経済環境の中、一部を除き多くの中小企業は本業が好調とは言えない状況にあるため、特に、不振な企業等の再生を図ることにより、中小
企業の安定の経営を目指すものであり、適切なものと言える。また、建設業者に対しては、成長産業等への経営進出を支援することにより、戦略的な
経営展開が可能になる。

【施策の重複・矛盾点の有無】　適切
・　本業の再生又は多角的経営展開を支援するものであり、重複・矛盾はない。

A-1-2，A-1-3
【県民満足度・社会経済情勢から見て必要か】　適切
・　県民満足度は必ずしも高くないが、重視度は高く、また、企業の再生及び多角的展開は、社会の関心事になっている状況にある。

Ａ－１　施策群設定の妥当性：規則§６①１号

かい離：極めて高い（40点以上），非常に高い（30点以上～40点未満），高い（20点以上～30点未満），中（10点以上～20点未満），低い（10点未満）

4
中小企業の経営基盤の強化

7

経営診断等の専門的人材の育成

6

農協、漁協、商工会等産業関係団体の育成

5
国際化への対応

3

　施策概要

農業生産活動の活性化と安定した農業経営を図るため、農業経営者の経営管理能力
向上のための支援や農業制度資金の活用などによる経営の体質強化、農協組織の財
務基盤の強化を目指します。

漁業生産活動の活性化と安定した漁業経営を図るため、県内の漁業経営者の経営管
理能力向上のための支援や漁業制度資金の活用などによる経営の体質強化、漁協組
織の財務基盤の強化を目指します。

林業生産活動の活性化と安定した林業経営を図るため、県内の林業経営者の経営管
理能力向上のための支援や林業制度資金の活用などによる経営の体質強化、森林組
合の財務基盤の強化を目指します。

1

農業における経営基盤の強化

政策評価指標
　施策名

産業経済部農業振興課，林業振
興課，漁業振興課，国際経済課，
団体指導検査課

Ａ－１－１　政策と施策の関係・施策の体系：規則§６①１号関連

足腰の強い産業育成に向けた経営基盤の強化

作成部課室 産業経済部経営金融課 関係部課室対象年度

政策番号 2-5-4 政策名

施策番号

農林水産業や製造業などの経営者が、時代のニーズを的確に捉え、戦略的な経営を展開できるよう、経営基盤の整
備・強化を目指します。

・国際経済コンサルティングの利用
事業所数
・宮城県の貿易額

進展する経済のグローバル化に対応するため、海外取引の支援、ビジネスチャンスの
創出、海外情報の提供、海外への観光ＰＲ等地域の産業経済の国際化を目指します。

県内産業の健全な発展を図るため、農協、漁協、森林組合や中小企業の経営の診断
に関する知識、手法を修得し、適切な経営改善を指導できる専門的人材の育成を目指
します。

県内産業の健全な発展を図るため、農協、漁協、森林組合など農林水産団体の経営基
盤の強化と、小規模事業者、事業協同組合等の育成強化に努める商工会、商工会議
所、中小企業団体中央会など商工団体の組織基盤の強化を目指します。

・製造品出荷額安定した企業経営を図るため、県内の中小企業経営者の経営管理能力の向上のため
の支援や中小企業制度資金の活用などによる経営の体質強化を目指します。

政策整理番号 19

政策概要

H16

水産業における経営基盤の強化

2

林業における経営基盤の強化

Ａ－１－２　県民満足度（政策）の推移：規則§６①１号関連

課題有概ね適切適切



評価シート(Ａ)

※必要性のランク【結論】：非常に感じている＞かなり感じている＞ある程度感じている＞比較的感じていない＞あまり感じていない

概ね適切

概ね適切

5.8% 4位

③ 13.9% 3位

② 15.5% 3位

④ 5.4% 6位 ・本施策の優先度は7施策中6位である。
・本施策のかい離は20点と高い。
【結論】
必要性：比較的感じていない

③ 4.8% 6位

② 4.9% 6位

5.7% 5位

1位

② 33.8% 1位

県民が必要と感じているか（※）

・本施策の優先度は7施策中2位である。
・本施策のかい離は21点と高い。
【結論】
必要性：かなり感じている

2位32.1%

30.0% 2位

29.9% 2位

優先度
(直近の３回)

第４回

政策整理番号 19

・社会・経済情勢の変化により、各産業団体の経営は大
変厳しい状況となっている。
・国の制度改正等の社会情勢の変化や地域ニーズを踏
まえた対応であり、必要な施策である。

大

・優先度は高くないが、経済のグローバル化が益々進展
していく中で、県内企業は、今後グローバルな競争社会
を当然のこととして。ビジネス展開していける体制への変
革が不可能になってきており、県においても、グローバ
ル化が加速する前提の中で、これらの施策を実施する必
要がある。

大

大

大

概ね有効

Ａ－３　施策群の有効性：規則§６①３号

概ね適切

政策全体 施策４

・会計手法の複雑・専門化や企業情報の開示が求めら
れている中にあって、中小企業等においてもその要請に
応えていく必要があることから、適切な経営改善を指導
できる専門的人材の育成を図る施策は、社会の要請に
適合したものと言える。

大

課題有

・本施策の優先度は7施策中4位である。
・本施策のかい離は20点と高い。
【結論】
必要性：比較的感じていない

概ね有効

施策５

概ね有効

課題有

有効

4位

③ 6.1%

課題有

課題有

課題有

概ね有効

4位

②

課題有 概ね有効

6

④ 13.5% 3位 ・本施策の優先度は7施策中3位である。
・本施策のかい離は12点と中程度である。
【結論】
必要性：比較的感じていない

7

④ 7.2%

5

視　　点

政策評価指標達成度

　県 民 満 足 度

4

④ 32.2% 1位 ・本施策の優先度は7施策中1位である。
・本施策のかい離は30点と非常に高い。
【結論】
必要性：非常に感じている

③ 35.4%

大

・厳しい社会・経済情勢下にあって、地域経済の再生と
雇用の確保等が求められているが、そのためには、地域
経済の大半を占める中小企業の経営基盤強化による安
定経営が求められているので、中小企業の再生支援や
多角化支援策は、正に社会の要請に合致した施策と言
える。

大

③ 5.8% 5位

②

・業業生産量の減少、輸入水産物との競合など水産業を
取り巻く環境は大変厳しい状況にあり、水産物（食用魚
介類）の自給率は平成１５年は５７％と昭和３９年の１１
３％をピークに低下し続けている。
・食糧産業としての水産業が将来にわたって安全で良質
な水産物を安定的に供給できるように、また、地域社会
を支え、その活性化に貢献する活力ある産業として発展
していくためには、経営基盤の強化が必須であり、今後
一層の施策の充実を図っていく必要がある。

評価シート（Ｂ）Ａ-３-１「施策の有効性」から

7位 ・本施策の優先度は7施策中7位である。
・本施策のかい離は15.5点と中程度である。
【結論】
必要性：あまり感じていない
7位

・本施策の優先度は7施策中5位である。
・本施策のかい離は30点と非常に高い。
【結論】
必要性：ある程度感じている

　全　　　　　体

2

④ 2.5%

③ 3.1%

3

④ 6.2%

　社会経済情勢

Ａ　政策評価（総括）：規則§６①

概ね適切

・地域を取り巻く経済の回復の遅れ等から各施策群において、仮目標未達のため課題有のものもあるが、国際化への対応などによる中小企業の足
腰の強い産業への育成は社会からの強い要請であり、そのための本政策は，一般県民に見えにくいものを含むものの，適切であり、引き続き重点的
に推進していく必要がある。

必要性
総括

施策
番号

1

② 3.4%

第３回

第２回

Ａ－１－３　一般県民満足度の推移と社会経済情勢（施策毎）：規則§６①１号関連

7位

5位

【施策の有効性を評価する上で適切か】　適切
・　製造品出荷額は、消費者の動向等を含めた国内の経済状況や社会状況に影響され、また、原油価格等海外の想定外の事情にも大きく影響され
るため、必ずしも当初予定した目標通りの結果が得られ難い状況にあるが、設備投資等による生産能力の向上は、地域経済の発展や雇用の確保に
つながることから有効であり、製造品出荷額を政策評価指標とすることは適切である。
・国際経済の指標として、国際経済コンサルティング利用事業者数を使用することは、県内企業の国際経済の度合いを測るものとして適当である。
・国際化を対応した結果として、貿易額の増加が関係していることから、施策評価指標として貿易額を使用することは妥当である。
【重視すべき施策に指標が設定されているか】　適切
・中小企業が，経営基盤の安定・強化のため設備投資等を行えば，製造品出荷額も大きくなり，地域経済の発展や雇用の確保が図られることにな
る。
・国際化への対応については，優先度は6位であるが，これは一般県民に結果が見えにくいことに起因するものと思われる。しかし，国際化の進展の
中では必要不可欠なものである。

概ね適切

Ａ－２　政策評価指標群の妥当性：規則§６①２号

社会経済情勢に適合した施策か
一般県民満足度調査結果（施策）

・農業情勢を含めた厳しい社会経済情勢の中で、地域
経済を担う産業として農業における経営基盤の強化は
非常に重要であり、農業経営者への資金・経営管理等
の経営確率支援や農協組織の健全な債務負担の強化
等の施策は社会の要請に適合した施策である。

・優先度は低いが、長期間にわたり経営を行う林業の特
性から、社会・経済情勢の変化の中でも安定的に経営
が行える経営体質の強化が求められている。そのための
林業制度資金等の支援は必要な施策である。

課題有概ね適切適切

課題有概ね有効有効

課題有概ね適切適切



県民満足度調査分析カード 19

全県

一般 市町村学識者 一般 市町村 学識者

中央値 70 70 80 56.5 60 60
第１四
分位 － － － 45 50 50
第３四
分位 － － － 60 65 65
四分
偏差 － － － 7.5 7.5 7.5

散布図

圏域別中央値（一般、市町村のみ）

圏域 重視度満足度

全県 70 56.5 一般 市町村学識者 一般 市町村 学識者

仙台 70 59 仙台 70 70 － 59 60 －

散布図 仙南 70 59 仙南 70 70 － 59 59 －

大崎 70 55 大崎 70 70 － 55 60 －

栗原 70 60 栗原 70 75 － 60 60 －

登米 70 50 登米 70 71 － 50 60 －

石巻 70 59 石巻 70 70 － 59 60 －
気仙沼
本吉 70 55

気仙沼
本吉 70 75.5 － 55 57.5 －

散布図

男女別・年代別中央値（一般のみ）

区分 重視度満足度

全県 70 56.5 一般 市町村学識者 一般 市町村 学識者

男 70 58 男 70 － － 58 － －

散布図 女 70 55 女 70 － － 55 － －

65未満 70 56 65未満 70 － － 56 － －

65以上 70 58 65以上 70 － － 58 － －

高関心度 50.4 高認知度 37.3

2-5-4

区分

高関心度
　　「政策」の内容に対する関心の高さを示す数
値であり、満足度調査の関心度に関する設問中
「関心があった」、「ある程度関心があった」を選
択した回答者の全回答者に対する割合

高認知度
　　「政策」の内容について知っている度合いの高
さを示す数値であり、満足度調査の認知度に関
する設問中「知っていた」、「ある程度知っていた」
を選択した回答者の全回答者に対する割合

政策整理番号

政策名

（１）一般県民満足度調査結果

対象年度 H16

政策番号

重視度 満足度

足腰の強い産業育成に向けた経営基盤の強化

基本統計量

圏域
重視度 満足度

項目
重視度 満足度

45

50

55

60

65

70

75

80

85

45 50 55 60 65 70 75
重視度

満
足
度

45

50

55

60

65

70

75

80

85

45 50 55 60 65 70 75 80 85

満
足
度

重視度

重70・満56
65未満

重70・満55
女

重70・満59
仙台、仙
南、石巻、

重70・満55
大崎、
気仙沼本吉

重70・満56.5
全県（一般）

重70・満50
登米

重70・満60
栗原、登米

重70・満56.5
全県（一般）

0
5
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40
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50
55
60
65
70
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80
85
90
95
100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

点

相
対
累
積
度
数

（
％

）

政策19重視度

政策19満足度

重視度
中央値
70点

満足度
中央値
56点

重70・満58
男、65以上



県民満足度調査分析カード 19

散布図

圏域 重視度 満足度 圏域 重視度 満足度

全体
(市町村) 70 60 栗原 75 60

仙台 70 60 登米 71 60

仙南 70 59 石巻 70 60

大崎 70 60
気仙沼
本吉 75.5 57.5

散布図

散布図

重視度 満足度

全体
(学識者) 80 60

政策整理番号

（３）有識者（学識者）県民満足度調査結果

高関心度

高関心度 58.7 高認知度 54.9

86.9 高認知度 81.2

政策名

（２）有識者（市町村）県民満足度調査結果

対象年度 H16

政策番号 2-5-4 足腰の強い産業育成に向けた経営基盤の強化

50

55

60

65

70

75

80

85

55 60 65 70 75 80
重視度

満
足
度

重71・満60
登米

重75.5・満57.5
登米、気仙沼本吉

55

60

65

70

75

80

85

55 60 65 70 75 80 85

満
足
度

重視度

重80・満60

重70・満60
全体（市町村）、
仙台、大崎、
石巻

重70・満59
仙南

重75・満60
栗原

0
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45
50
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60
65
70
75
80
85
90
95
100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

点

相
対
累
積
度
数

（
％

）

政策19重視度

政策19満足度

重視度
中央値
70点

満足度
中央値
60点
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数

（
％

）

政策19重視度

政策19満足度

重視度
中央値
80点

満足度
中央値
60点



県民満足度調査分析カード 19

全体 男 女
６５
未満
６５
以上
仙台 仙南 大崎 栗原 登米 石巻

気仙沼
本吉

32.1 32.5 31.8 30.0 37.5 28.2 31.9 39.7 44.2 43.2 15.6 11.2
2.5 2.5 2.5 1.8 4.4 1.9 2.6 1.3 1.9 4.8 2.1 2.2
6.2 6.1 6.3 5.4 8.6 3.4 1.3 1.7 0.4 2.6 12.0 29.6
32.2 34.0 30.4 36.3 20.6 38.3 39.7 30.6 28.7 23.4 39.1 27.4
5.4 6.6 4.3 5.4 5.6 6.8 3.9 6.5 3.8 4.8 6.8 6.1
13.5 10.6 16.1 12.5 16.4 12.6 10.0 11.2 12.5 14.7 18.8 15.6
7.2 7.0 7.4 7.5 6.6 7.8 8.7 7.8 7.9 5.9 4.7 7.8
0.9 0.7 1.2 1.1 0.3 1.0 1.9 1.2 0.6 0.6 0.9 0.1

全体 仙台 仙南 大崎 栗原 登米 石巻
気仙沼
本吉

38.2 32.8 48.3 48.4 44.4 41.8 25.6 14.0 19.1
2.3 0.0 1.1 2.5 4.4 6.3 1.2 2.0 4.4
7.1 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 28.0 24.0 1.5
26.3 32.1 29.9 19.7 33.3 20.3 15.9 36.0 47.1
6.3 8.8 4.6 7.4 2.2 10.1 3.7 4.0 7.4
8.8 7.3 6.9 13.9 6.7 3.8 12.2 8.0 4.4
9.4 8.8 9.2 7.4 7.8 15.2 12.2 6.0 11.8
1.6 2.2 0.0 0.7 1.2 2.5 1.2 6.0 4.3

対象年度

政策番号

（４）一般県民満足度結果（施策別・優先度１位割合）

H16

2-5-4 政策名 足腰の強い産業育成に向けた経営基盤の強化

農業における経営基盤の強化
林業における経営基盤の強化

国際化への対応

政策整理番号

施策名

水産業における経営基盤の強化

経営診断等の専門的人材の育成

国際化への対応
農協，漁協，商工会等産業関係団体の育成

中小企業の経営基盤の強化

学識
者優
先度

施策名

林業における経営基盤の強化
水産業における経営基盤の強化

市町村優先度

農業における経営基盤の強化

施策
番号

施策1
施策2
施策3
施策4

その他

施策2
施策3

施策5
施策6
施策7

施策1

施策
番号

（５）有識者（市町村・学識者）県民満足度結果（施策別・優先度１位割合）

施策4

その他

中小企業の経営基盤の強化

農協，漁協，商工会等産業関係団体の育成
施策5
施策6
施策7 経営診断等の専門的人材の育成
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